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＊2018 春の運動が始動します！＊ 
 …6月 1日に学習会／6月 6日は道推進協 2018総会… 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018 年度 （ １号 ） 

 北海道私大助成推進協議会 

２０１８年５月３１日 

Email: doshikyoso@ybb.ne.jp 

 ＝北海道を明るくする私大助成運動です！＝ 

最新の報道では、全国に先がけて北海道の３国立大学法

人（小樽・帯広・北見）の経営統合方針が発表されました。

今後、私大も視野に一体型法人による地方大学の運営をめ

ざす…などとしています。 

大都市以外には大学は無用、といわんばかり。このような動

きは今後も加速するものと思われます。 

大切なことは、大学をより良くすることと同時に、地域を興す

ための拠点として大学を生かすこと。進学したい学生の意欲

にこたえる社会的な支援策をしっかり確立することです。そ

れなくして北海道の明るい将来が開けるでしょうか。 
長年の継続によってその扉を開こうとしてきたのが私たちの
私大助成運動でもあります。 
さあ、今年度も始めます。力をあわせて前進しましょう！ 

◆ 1日に学習会⇒６日（水）総会 ◆ 

明日６月１日に北星学園教職員組合大学支部と道

私大助成推進協の共催で学習会。それを経て６日

（水）には推進協の年次総会を行います。 

関係各大学からのご参集をお願いします。 

【日時】 2018年 6月 6日（水）18：00～ 

【会場】 道私大助成推進協議会事務局にて 

【議題】 ・2017年の運動まとめと、2018年度の新

たな活動方針。 

     ・決算（監査報告）と予算の検討。 

     ・その他、情勢と運動の交流。 

【出席】 各大学から代表の方。（道私大教連執行委

員の方は総会終了後、引き続き会議をも

ちますので連動してご出席願います。） 

 

●新しい意気で新しい大学、組織へ取り組み協
力を呼びかけて大胆に運動を展開しよう！ 
その意思統一をめざしての総会です。 

●各大学での資料や今年の目標、ご意見などお
持ち寄りをお願いします。 

 

 

 

＝新しい署名の資材を発送しました＝ 

2018 年度の署名運動にお使いいただく用紙、
ちらし等を 5月 30日に発送しました。 
 
署名用紙 
今年の請願項目も学費の負担軽減を頭に据え
ています。請願趣旨はわかりやすいものへと、
スッキリしたのが特徴です。 
 
情宣チラシ 
これまでのものを大幅にリニューアル。 
学生や一般市民の方にとってより理解しやす
い内容を心がけました。 
 
2017家計負担調査冊子 
道高等教育研究所の協力でデータをまとめ、
冊子の復刊 2 年目です。北海学園大・酪農学
園大・札幌学院大の 3 大学の新入生から回答
が寄せられました。2018 調査用紙は全大学へ
お送りしました。より多くの大学、学生世帯
に協力願い、充実を図ることが大切な課題で
す。 
 

2 月 22 日に国会で開かれた「私大助成中央要

請行動」。道内関係６議員の事務所に要請。 

平日夜の会議でしたが各大学より 8 名参集。 



2 

 

 

  ※2018年度の署名趣旨・請願項目です※ 

私立大学生の学費負担の大幅軽減と私大助成の増額をもとめる国会請願 

【請願趣旨】 

現在、日本の私立大学・短期大学（以下「私立大学」）には、大学生全体の約 73％（2017 年度・約 225 万人）が学

んでいます。数多くの卒業生が日本社会のさまざまな分野で活躍するなど、私立大学はたいへん大きな役割を果たして

います。 

しかし、私立大学の学生・父母等は、非常に重い教育費負担を強いられています。私立大学学部の初年度納付金の平

均額は 131 万 6816 円です。高校入学から私立大学卒業までにかかる入在学費用は 1 人当たり 1000 万円近くにも上り

ます注。 

教育は人類にとって必要不可欠な営みです。誰もが教育を受ける権利を有し、教育を受ける機会は均等に与えられな

ければなりません。諸外国では、高等教育を無償としている国も数多くあります。ところが日本では学費が非常に高額

なうえ、奨学金のほとんどが貸与＝ローンであり、卒業後の返済額は多額で「奨学金破産」が社会問題となっています。

昨年から「給付型奨学金制度」が開始されましたが、対象者も給付額もごくわずかで、極めて不十分なものです。こう

した中で、多くの私立大学生が学業に専念できない状況に置かれています。 

2012 年に日本政府が国際人権規約の「高等教育の漸進的無償化」条項の受け入れを決定したことを踏まえれば、高

等教育を含む全ての教育費の無償化をすすめていくべきです。 

あわせて、私立大学と国公立大学との間には、国の財政支援に大きな格差があります。国から私立大学への補助（私

大助成）を学生 1 人当たりに換算すると約 14 万円ですが、国立大学への交付額は学生 1 人当たり約 180 万円です。国

立大学も私立大学も法律上、同等の高等教育機関であり、このような格差を放置すべきではありません。 

1975 年に私学振興助成法が制定された際、参議院は附帯決議で経常的経費の 2 分の 1 補助を速やかに実現すること

をもとめました。その後、補助率は 29.5％（1980 年度）にまで達したものの後退し、現在では 9.9％（2015 年度）に

まで低下しています。そのため、私立大学は学費収入に依存せざるをえない財政状況にあります。 

以上のことから、次の各事項の施策の実現を請願します。 

【請願事項】 

1．私立大学生の学費負担を軽減するため、以下の施策を速やかに実施してください。

①「給付型奨学金」の給付額・対象人数を増やしてください。 

②高校で実施されている「就学支援金制度」を大学生にも拡大してください。 

③無利子奨学金を希望者全員が受給できるように拡充してください。 

2．奨学金の返済は、本人所得に応じて負担が緩和されるよう改善してください。 

3．大学の学費無償化に向けた計画を速やかに立案し、実施してください。 

4．私立大学の経常的経費の 2 分の 1 を補助するよう私大助成を増額してください。  

 

 ＊注：日本政策金融公庫・平成 29年度調査より 

                                                   

＝ 酪農学園大の推進協サイトをご覧ください ＝ 
毎年旺盛に運動を展開している酪農学園大の推進協が、独自のサイトを公開しています。 

新入生家計調査の結果等が掲載されています。『酪農学園大学・私学助成推進協議会』で検索できます。 
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 今年 2 月の「国会要請行動」経過報告   

＜ 主催者（日本私大教連）の記事 ＞ 

 

私大生の学費負担軽減、私大助成の増額の実現めざし 

国会請願行動を実施、父母・学生・教職員４１名が参加！ 

 

2月 22日、日本私大教連は私大助成国会請願行動を開催しました。全国の私大教職員と学生・保護者、

総勢 41名が参加しました。日本私大教連中央執行委員会は今回の院内集会を、父母・学生の切実な声

を中心に組み立てる方針を立て、各地区私大教連の協力により、東京・愛知・京都・大阪から父母１

名・学生５名の参加を得ることができ、それぞれから苦労や不安、政府への要望などが切々と語られ

ました。 

また院内集会には立憲民主党、民進党、希望の党、日本共産党の国会議員・秘書が出席し、それぞれ

から学生や保護者の皆さんの気持ちを真摯に受け止め、奨学金制度の改善や教育費負担の軽減、私大

助成の増額のために尽力したい旨の決意が述べられました。 

 

 

◆院内集会での父母・学生からの訴え 

東洋大学学生の母親は、「1 人親世帯で、大学入学のとき、子どもが私立大学に入ることになってごめん

と言ったことを強く覚えている。子どもには奨学金を借りてもらっている。将来、自分のやりたい仕事

に進んでほしいと願っているが、子どもが『奨学金をちゃんと返せる会社に入りたい』と就職先を探し

ているのを見てとてもやり切れない思いがした。無償化が進めば、こんな思いをしなくてもよいのでは

ないか。」と苦しい胸の内を涙ながらに訴えました。 

同じく東洋大学の男子学生は、「自分自身は、親が必死になって援助してくれているので奨学金は借りて

いない。親にとても感謝している。これ以上の負担をかけたくないので、週３、4日、ユニクロでバイト

をしている。大学１年次には週６日バイトをしていた。学業優先にしたいけどバイトせざるを得ない。

友人は静岡から新幹線通学をしていて、通学時間が長いのでバイトする時間は少ししかない。また別の

友人は、30 日連勤をしたり、水商売をしたりして頑張っている。学ぶための大学生活なのに、働いてい

る時間の方が長くなるのはおかしい。奨学金は借金なので、そう簡単には借りられない。学ぶ意欲のあ

る人が質の高い教育を受ける必要がある。給付型の奨学金を誰でも受けられるようにしてほしい」と訴

えました。 

名城大学から参加した女子学生は、「自分も奨学金を受けていないが、それは親の友人が奨学金で痛い目

に遭っていて、親に借りないように勧められたから。親に学費などを払ってもらっているので、甘えす

ぎてはいけないと思っている。入学のとき、学費以外は自分で出すという約束をした。生活費、交際費、

交通費、教科書代、サークルや習い事もあるので出費がかさむ。月に 5～10 万円をアルバイトで稼ごう

とすると、かなり働かないといけない。私の友人はケンタッキーでバイトしていてクリスマスも年末年

始も出ていた。休みがほとんどなく鬱のようになっていった。下宿生活で奨学金を借りていたが、どう

してよいかわからなくなり、大学を辞めた。大学を続けるために「お水」に流れてしまう子もいる。大
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学はいろいろなことを学ぶ場、別の人間になりたいと思える場であってほしい。学び直したいと思った

ときに入学金をまた払うには高すぎる」と切々と訴えました。 

大阪芸術大学舞台芸術学部 2回生の女子学生は、「奨学金は借りていない。自分はそれほど苦労していな

いと思う。それでも親に払ってもらっている学費などの額は大きくて、返さなければいけないなと思っ

ている。芸術大学なので、将来の就職については不安を持っている。奨学金を借りている友人などの話

を聞いていると、もっと不安が強い。就職は、うまく行って劇団四季、小劇場に就職する人も少なくな

い。そういう人は、アルバイトをしながらの生活になる」と将来への不安を語りました。 

龍谷大学 3回生の男子学生は、「地域に入って活動するゼミに所属している。地域の課題を解決しようと

思ったら、何回もそこに足を運ばなければならないし、そのための会議を何回もしなければならない。

回数勝負と言われていて、そこから生まれる新しい価値が大きい。自分自身は恵まれた環境なので、奨

学金は借りていないが、ゼミの仲間には奨学金を借りつつアルバイトもして自分で学費を払っている人

もいる。そういう人は、地域に行けなかったり、アルバイトで会議に出られなかったりする。学費や貧

困などの問題は、放っておけないと感じている」と訴えました。 

同じく龍谷大学 2回生の男子学生は、「１回生のときに月額３万円の奨学金を借りていた。アルバイトで

月４万円ぐらい収入を得ていた。２回生になってゼミ活動が本格化してアルバイトがしにくくなったの

で、奨学金を月８万円に増額した。それでもきつきつの状態。とくに土日開催の野菜市に関わっている

ので、土日にバイトができないのは痛い。しかしバイト収入とゼミ活動とを比較すると、将来的価値は

ゼミ活動の方が高い、未来につながる活動だと考えている。学業でバイトできない分を回復できるよう

な政策をとってもらえたらと思う」と要望しました。 

 

◆院内集会後に議員要請へ 

院内集会後には、8つの班に分かれて衆議院文部科学委員会（40名）と参議院文教科学委員会（20名）

に所属する国会議員にくわえ、北海道地区選出の国会議員 5 名、東海地区 16 名、京滋地区 26 名、関西

地区 2 名、計 109 名の議員室を訪ね、学費・奨学金負担の実状を伝えるとともに、私大助成国会請願署

名を提出するための「紹介」を要請しました。また、政府が私大助成の一般補助の配分基準に「アウト

カム指標」を導入しようとしていることや、「高等教育無償化」の対象となる大学を不当な要件で選別し

ようとしていることを撤回させるよう協力を要請しました。 

各議員の部屋を訪問し、玄関先で要請書を受領するだけの対応だけでなく、議員本人や政策秘書に招か

れ部屋で懇談するケースも多く、教育無償化が重要な政治課題となる中で、学生・保護者の教育費負担

の切実な実状を訴え続けることが、引き続き重要な取り組みであることを改めて実感する要請行動とな

りました。 

 

◆ 2

◆2017年度私大助成請願での紹介受諾議員を改めて紹介します◆ （北海道関係） 

【衆院】佐々木隆博議員（立憲）【参院】小川勝也議員（民進＝当時）・紙智子議員（共産） 

 


